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一 問題の所在
合衆国最高裁は1990年の Baltimore City Department of Social Services v.
Bouknight 判決において，裁判所の命令に従って子供を監護する母親は，
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一 問題の所在
二 Required Record Doctrine の形成
１ United States v. Sullivan
２ Shapiro v. United States
３ Albertson v. Subversive Actives Control Board
４ 検討
三 Required Record Doctrine の具体化
１ Marchetti v. United States
２ Grosso v. United States
３ Haynes v. United States
４ 検討
四 バランシング・アプローチの台頭
１ California v. Byers
２ 検討（以上本号）
五 バランシング・アプローチの発展









己負罪拒否特権の適用を規律してきた Required Record Doctrine とバラン
シング・アプローチに依拠して，母親の自己負罪拒否特権の主張を退けた。















































































期の判例を三件取り上げ，Required Record Doctrine の誕生を論じる。Re-
quired Record Doctrine を理解する上で最も重要な判断であり，嚆矢とな
ったのは Shapiro 判決であるが，法廷意見は Required Record Doctrine を
適用する上での判断枠組みを具体的には示していない点が注目に値する。




















２ Shapiro v. United States
(13)
［事実の概要］












































































破壊活動規制委員会（Subversive Activities Control Board）は，共産主
義団体に対して司法長官への団体登録を義務づけているが，アメリカ合衆
国共産党はこの義務を履行しなかった。そのため，破壊活動規制法（Sub-

















































































































を行ったが認められなかった。第二巡回区 Court of Appeals は，Kahriger
判決と Lewis 判決に依拠して原判断を確認した。
合衆国最高裁は，賭博税法の関連規定が合衆国憲法第五修正の下で合憲


































































次に我々は，Required Record Doctrineすなわち本件と Shapiro判決との
関係に検討を加える。我々は，Shapiro 判決も，それが依拠した先例も本
件には当てはまらないと考える｡ 何故なら，本件の事実関係には，Shapiro








































United States District Court for the Western District of Pennsylvania)。第

























































次に我々は，申請人が別の理由すなわち Required Record Doctrine によ
り合衆国憲法第五修正の自己負罪拒否特権を主張する道が閉ざされるか否
かを検討するが，Marchetti 判決と同じ理由から本件の事実関係に Re-
quired Record Doctrine は適用されないと結論づける。
原判断を破棄する。
３ Haynes v. United States
(22)
［事実の概要］































































































































































ていること (Albertson判決のテスト) を示して，Required Record Doctrine
の適用を退けた。そして，この条件づけにより，Shapiro 判決では漠然と




政上の規制である場合，Required Record Doctrine が適用されるのである。


































１ California v. Byers
(28)
［事実の概要］
本件は自動車事故にかかわった者に ｢停止・報告｣ 義務を課す California
行政手続における自己負罪拒否特権の適用(一) 23
州法の “hit and run” 条項の合憲性が争われた事例である。カリフォルニ






























によって,「相当重大な自己負罪の危険（substantial hazard of self-incrimi-
nation)」に直面することを証明しなければならない。








































いわゆる「ひき逃げ防止法（hit and run statute)」の停止・報告義務





































































(１) Baltimore City Department of Social Services v. Bouknight, 493 U. S. 549
(1990).
(２) Required Record Doctrine を文字通り訳すならば，義務的文書の法理
となる。
(３) LEADING CASES, 104 Harv. L. Rev. 129, 179 (1990).


















（四・完)」法学新報111巻 1・2 号299頁，同111巻 3・4 号331頁，同111
巻 5・6 号315頁，同111巻11・12号231頁（2004年―2005年)，同「文書
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